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１．はじめに
近年、犬や猫を飼う人が年々増加し、愛がん動物用飼料の安全性に対する

関心が高まっている中、平成19年、米国において化学物質のメラミンが混入

したペットフードが原因となり、犬や猫への深刻な健康被害が数千頭規模で

発生した。このため、平成19年８月、農林水産省と環境省は共同で、有識者

からなる「ペットフードの安全確保に関する研究会」を設置した。この研究

会では、ペットフードの安全を確保するための方策について幅広く議論され、

同年11月、ペットフードの安全確保上の課題と対応のあり方がとりまとめら

れ公表された。

このとりまとめでは、動物愛護の観点からペットフードの安全確保は緊急

に取り組むべき課題であり、そのためには、事業者及び民間団体の自主的な

取組が重要であるとする一方、自主的取組には強制力がなく、すべての事業

者の取組を担保できないこと、予期せぬ事故等に対し緊急に実効性のある対

策が打てない可能性があることから、法規制の導入が必要であると提言され

た。

この提言を受けて、両省は協力して急ピッチで法制化の作業を進め、翌平

成20年３月には国会へ新法が提案され、全会派の賛成により、同年６月に

「愛がん動物用飼料の安全性の確保に関する法律」が成立した。

その際、附則第４条により、この法律の施行後５年を経過した場合、法律

の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定につい

て検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとされた。

本資料は、平成26年６月に法の施行後５年を迎えるに当たり、附則第４条

を踏まえ、法の施行状況を確認し、更には今後の対応方向について取りまと

めたものである。
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２．ペットフード安全法の概要
法律の目的、用語の定義及び概要は次のとおり。

（１）法律の目的

ペットフードの製造等に関する規制を行うことにより、ペットフードの安

全性の確保を図り、もって愛がん動物（ペット）の健康を保護し、動物の愛

護に寄与することを目的とする。

（２）定義

「愛がん動物」とは、愛がん動物用飼料の安全性の確保に関する法律施行

令（平成20年政令第365号）において、犬及び猫が指定されている。これは、

①ペットフードの出荷量に占める動物種の割合を見ると、犬用が約60％、猫

用が約34％であり、大多数を占めていること（平成18年度ペットフード工

業会調査）

②「ペットフードの安全に対する国民意識調査」（平成19年10月農林水産省

・環境省調査）では、ペットフードの安全性を確保するために今まで以上

に規制が必要なペットとして、犬（約89％）及び猫（約80％）との回答が

大多数を占めていること

によるものである。

「愛がん動物用飼料」は、「愛がん動物の栄養に供することを目的として

使用される物をいう」と定義されており、このような目的として使用される

ことが明らかであれば、愛がん動物用のミネラルウォーター、生肉、スナッ

ク、ガム等も、愛がん動物用飼料に含まれる。

なお、本資料では、これ以降、「愛がん動物用飼料」は「ペットフード」、

「愛がん動物用飼料の安全性の確保に関する法律」は「ペットフード安全

法」と記載する。
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（３）法律の概要

①基準又は規格の設定及び製造等の禁止

農林水産大臣及び環境大臣は、ペットフードの製造の方法等について

の基準又は成分についての規格を定めることができることとし、当該基

準又は規格に合わないペットフードの製造、輸入又は販売を禁止する。

②有害な物質を含むペットフードの製造等の禁止

農林水産大臣及び環境大臣は、有害な物質を含むペットフード等の製

造、輸入又は販売を禁止することができる。

③ペットフードの廃棄等の命令

農林水産大臣及び環境大臣は、製造業者、輸入業者又は販売業者に対

し、廃棄、回収等必要な措置をとるべきことを命ずることができる。

④製造業者等の届出

製造業者又は輸入業者は、農林水産大臣及び環境大臣に、氏名、事業

場の名称等を届け出なければならない。

⑤帳簿の備付け

製造業者、輸入業者又は販売業者（小売の場合は除く。）は、販売等

製造業者

販売業者

安全なペットフード

製品

国は製造方法等の
基準・成分の規格を
設定

○基準・規格に合わな
いペットフードの製
造等を禁止

○有害な物質を含む
ペットフードの製造
等を禁止

○健康被害防止のた
めのペットフードの
廃棄等の命令

（届出・帳簿の備付け義務）

（帳簿の備付け義務（小売の場合は除く））

（届出・帳簿の備付け義務）

海外からの輸入品

ペットフード安全法の概要

国は法の
遵守状況を

監視するため、

○報告徴収
○立入検査

輸入業者
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をしたペットフードの名称、数量等を帳簿に記載しなければならない。

⑥報告徴収、立入検査等

農林水産大臣及び環境大臣による製造業者等からの報告徴収、製造業

者等への立入検査等について指示することができる。

３．基準・規格の設定
ペットフード安全法第５条に基づき、ペットフードの製造の方法の基準、表

示の基準及び成分の規格を定めている。基準・規格の設定の際には、科学的知

見に基づき、農業資材審議会・中央環境審議会において専門家の意見を聴いた

上で決定している。

（１）基準等の設定に関する基本的な考え方

ペットフードの安全を確保するため、ペットの飼い主向けに販売され、広

域流通する可能性のある犬用及び猫用ペットフードについて、科学的知見を

踏まえ、製造の方法の基準、表示の基準及び成分規格を設定した。その際の

基本的な考え方は次のとおり。

安全確保に関する科学的知見を収集

パブリックコメントやWTO・SPS通報等の必要な手
続を経て、省令を改正

事業者に周知徹底、必要な準備期間の確保、飼
い主への広報

基準・規格の設定の流れ

農業資材審議会・中央環境審議会で
基準・規格の設定を審議
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①ペットに対する健康影響要因を特定するため、次のような事項を考慮。

・ペットフードによるペットの被害事例の有無

・ペットフードに使われる原料の汚染状況

・ペットに対する健康影響の強さ

・諸外国における規制状況

②動物の生命及び健康の保護のための措置をとる場合は、科学的な原則に

基づくことが国際的なルール。

③関連する科学的知見を収集し、健康に影響を与える可能性の高い要因を

特定。

④安全性を損なう問題などを考慮し、次の５つのカテゴリーについて、基

準・規格を設定。

⑤製品のタイプごとに水分含量が異なるが、基準値の水分含量は、最も一

般的なドライタイプの値を参考にして、10％として設定。

⑥国内の科学的データが十分でない場合は、諸外国（特に米国、ＥＵ）で

設定・運用されている基準値等を参考に、暫定的な指導基準の設定等に

よって対応。

⑦基準・規格の設定後も、科学的知見の収集に努め、新たな知見が得られ

た場合は、専門家の意見を聴きながら見直しを検討。
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（２）成分規格及び製造の方法の基準

前述の基本的な考え方に基づき、調査データや科学的データ等の科学的知

見を踏まえて専門家等による検討を行い、ペットの健康に影響を与える可能

性の高い次の分類について成分規格及び製造の方法の基準を設定した。

【成分規格】

【製造の方法の基準】

分 類 物質等 基 準

有害微生物 有害微生物全般 加熱し、又は乾燥する場合は、原材料等に由来し、か

つ、発育し得る微生物を除去するのに十分な効力を有す

る方法で行うこと

添加物 プロピレングリコール 猫用には用いてはならない

原料全般 その他の有害物質等 有害な物質を含み、若しくは病原微生物により汚染さ

れ、又はこれらの疑いがある原材料を用いてはならない

分類 物質等 上限値（mg/g）

添加物

エトキシキン・ジブチルヒドロキシトルエン（BHT）

・ブチルヒドロキシアニソール（BHA）

150（合計量）犬用にあって

は、エトキシキン75µg/g以下

亜硝酸ナトリウム（審議中） 100

農薬

クロルピリホスメチル 10

ピリミホスメチル 2

マラチオン 10

メタミドホス 0.2

グリホサート 15

汚

染

物

質

かび毒
アフラトキシンB１ 0.02

デオキシニバレノール 2（犬用）, 1（猫用）

重金属等

カドミウム 1

鉛 3

砒素 15

有機塩素

系化合物

BHC（α-BHC,β-BHC,γ-BHC及びδ-BHCの合計量） 0.01

DDT（DDD及びDDEを含む） 0.1

アルドリン・ディルドリン （合計量） 0.01

エンドリン 0.01

ヘプタクロル・ヘプタクロルエポキシド（合計量） 0.01

その他 メラミン（審議中） 2.5
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（３）表示の基準

飼い主へ適切かつ十分な情報を提供し、品質の劣化したペットフードの使

用を防止するため、また、製品の安全性に問題があったときには被害の拡大

を防止し原因究明を可能とするため、以下の項目について表示を義務化した。

【表示項目】

①ペットフードの名称

②原材料名

③賞味期限

④製造業者、輸入業者及び販売業者の氏名又は名称及び住所

⑤原産国名

ペットフードの表示

ペットフードの名称、賞味期限、原材料名、原産国名、事業者
名について、日本語で表示することが義務付けられています。

＜表示例＞

①名称
ペットフードの商品名をいうが、犬用又は猫用であるこ
とがわかるように記載

※商品名からは犬用か猫用かわかりにくい場合、商品
名にその旨を併記するか、一括表示欄などに、例えば
「成犬用総合栄養食」のように犬用か猫用かわかるよ
うな記載をすることでも可能

②賞味期限
年月日又は年月により
表示
例： ２０１０ ０８

③原材料名

原則として、使用し
た原材料（添加物
を含む）をすべて
記載

④原産国名
最終加工工程を完
了した国

⑤事業者名及び
住所

事業者名は、事業
者の種別（製造者、
輸入者又は販売
者）と名称を表示

■成犬用総合栄養食
■内容量：１０ｋｇ
■与え方：成犬体重1ｋｇあたり1日○○ｇを
目安として、1日の給与量を2回以上に
分けて与えてください。

■成分：粗タンパク18％以上、粗脂肪5％
以上、粗繊維質5％以下、粗灰分8％以
下、 水分12％以下

■原材料名：穀類（とうもろこし、小麦）、肉
類（ビーフ、チキン）、野菜類（ほうれん
草、にんじん）、ミネラル類（P、Ca）、ビタ
ミン類（A、B、C）、酸化防止剤（ミックス
トコフェロール）

■原産国名：日本

■製造者：ABCペットフード株式会社
〒100-0000
東京都千代田区○○町1-2-3

■賞味期限：袋の底に年月で印字
（最初の4ケタが西暦年、次の2ケタが
月）
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４．ペットフード安全法の周知
ペットフード安全法が十分遵守されるよう、法律の施行に先立ち、適切な

周知期間を設けるとともに、説明会の開催や事業者向けマニュアル作成によ

り、ペットフード安全法の中で事業者が遵守すべき事項について周知徹底を

図った。

（１）関係者へ周知するための期間の設定

事業者が基準・規格の適用に円滑に対応するよう適切な周知期間を設けた。

成分規格及び製造の方法の基準は、安全性に関わる事項のため、その適用ま

での周知期間は最小限である６か月間とした。表示の基準については、パッ

ケージの更新に時間を要するため、パブリックコメントの意見等を考慮し、

１年６か月間の周知期間を設けた。

（２）説明会の開催

ペットフード安全法の内容について周知するため、事業者及び飼い主等を

対象とした説明会（全国９か所）、流通事業者を対象とした説明会（東京、

名古屋、大阪）を開催した。

（３）事業者や飼い主への周知

①事業者向けマニュアル等の作成

ペットフード安全法の内容について理解を深めるため、事業者の責務

やペットフードの安全確保のための取組事例等をまとめた事業者向けの

マニュアル、リーフレット等を作成し、ホームページに掲載した（http

://www.maff.go.jp/j/syouan/tikusui/petfood/）。

②飼い主向けリーフレット等の作成

ペットフード安全法の成立を受け、法律の概要を周知するとともに、

適切な餌の与え方等について普及啓発するために、飼い主向けリーフレ

ット等を作成し、ホームページに掲載した（http://www.env.go.jp/nat

ure/dobutsu/aigo/2_data/pamph.html）。

・その食べ物で大丈夫？

・飼い主のためのペットフード・ガイドライン
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（事業者向けマニュアルの例）

（飼い主向けリーフレットの例）
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５．指導及び立入検査
ペットフード安全法の施行に先立ち、事業者等に対し、届出、帳簿の備付

けの義務、基準・規格等、事業者が遵守すべき事項についての周知を実施し

た。その上で、法律の遵守状況を監視し、必要に応じて指導するため事業者

に対する立入検査等を実施している。

（１）製造業者等に対する指導及び立入検査

説明会、マニュアル配布等により、製造業者等の責務である届出や帳簿の

備付け等について周知を図った。また、基準・規格の内容についても周知徹

底を進めた。

その上で、ペットフード安全法の遵守状況の確認のため、独立行政法人農

林水産消費安全技術センター（以下「FAMIC」）及び地方農政局等が、製造業

者、輸入業者、販売業者等へ立入検査を実施している。

立入検査では、帳簿の備付け状況の確認や製造の方法の基準、表示の基準

の遵守状況の確認に加え、ペットフード又はその原材料を集取し、成分規格

環境省
農林水産省

ペットフードの流通

ＦＡＭＩＣ※

輸出国

環境事務所
農政局等

都道府県

立入検査

情報提供・指導

情報交換・連携指示・報告

情報提供

情報提供

・ 分析法の開発
・ 情報の収集・提供

相談

動物病院
（獣医師）

飼い主

製造業者

原料取扱業者 製造業者

販売
業者

安全関連の
情報交換

情報提供

製品
安全に関する
ニーズの発信 輸入

業者

原料

ペットフードの安全確保の体制

※農林水産消費安全技術
センター（Food and 
Agricultural Materials 
Inspection Center）の略称
で、法令に基づき食品や飼
料の検査・分析などを実施
している独立行政法人

立入検査
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に合致していることを確認するための試験検査を行い、必要に応じて指導を

行っている。

集取品の試験検査の結果については、農林水産省のホームページ及び

FAMICのホームページで毎月公表している。また、FAMICのホームページでは、

集取品の試験結果及び立入検査の実施状況を公表している。

立入検査の開始後、検査体制を充実させるため地方農政局に新たに農政業

務管理官を配置し、また、成分規格の追加に合わせて検査件数を増やしてき

た。その結果、立入検査数等は増加し、平成25年度には年間約150件の立入検

査、約400件の試験検査、約770件の表示の適合確認を実施した（見込み）。

また、これまでの検査によって、大規模事業者（年間取扱量100ｔ以上）に

対する立入検査をほぼ一巡した。

これまでの検査の結果、表示の基準違反（原材料の欠如等）はあったもの

の、健康被害につながるような基準・規格に関する重大な違反はなかった。
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２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

（見込み）
製造・輸入業者 販売業者等

事業者に対する立入検査件数の推移



- 12 -

立入検査における集取件数、試験件数及び表示基準の適合状況の確認件数

年 度 年度 年度 年度 年度 年度 合計21 22 23 24 25

(見込み）

集取件数 8 40 76 94 110 328

うち違反数 0 0 0 0 0 0

試験件数 32 160 272 369 400 1233

うち違反数 0 0 0 0 0 0

表示基準の適合状況確認件数（概数） 80 350 570 765 775 2110

うち違反数 0 0 0 1 9

（２）小売店に対する指導及び調査

販売段階におけるペットフードの流通実態等を確認するため、地方農政局

等が小売店に対して調査を実施している。調査では主に表示基準への適合確

認を実施しており、表示基準への適合確認を毎年５千件以上行っており、そ

の中で、必要に応じて事業者への指導を実施している。

調査における表示基準の適合状況確認件数（概数）

年 度 年度 年度 年度 合計23 24 25

（見込み）

件 数 5990 5440 6360 17790
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（３）ペットフード公正取引協議会による取組

FAMICや地方農政局等の指導及び検査に加え、ペットフード公正取引協議会もペットフー

ドの表示について、会員企業への周知・指導を進めてきた。

ペットフード公正取引協議会は、不当景品類及び不当表示防止法に基づき、公正な競争

の確保と消費者保護のため、ペットフードの表示に関する公正競争規約を定めている。

本規約の普及を図るため、ペットフード公正取引協議会、都道府県の景表

法担当者、公正取引委員会及び消費者モニターが全国の量販店から年２回、

約130製品を買い上げ、表示について確認及び指導を実施する「試買検査会」

を実施している。

６．安全関連情報の収集・提供
ペットフード安全法の制定後、ペットフードの安全関連情報を事業者や動

物病院等から収集する体制を整備した。収集した情報を精査し、ペットフー

ドの安全上の問題が懸念される場合にはすぐに業界団体等に緊急情報（アラ

ート）等を発信し、ペットフードの安全性を確保する体制を整えた。

（１）情報収集の体制

①事業者からの情報収集

一般社団法人ペットフード協会（以下「ペットフード協会」）の危害

予見システムにより、会員が収集したペットフードの安全関連情報が国

にも提供される体制を構築した。

また、事業者からの連絡先窓口となる地方農政局、地方環境事務所等

の連絡先をリーフレット等にて周知した。

②動物病院からの情報収集

ペットフードに起因すると考えられる健康被害について、公益社団法

人日本獣医師会の会員動物病院に対して、国へ事例を報告するよう依頼

した。また、同会のホームページにペットフード安全法関係のコーナー

を設けるとともに報告様式等を掲載している。

③飼い主からの情報収集

一般の飼い主からの連絡先窓口となる地方環境事務所等の連絡先をパ

ンフレット等にて周知するとともに、各ブロックにおいて飼い主向けの

説明・意見交換会等を開催し、飼い主からのペットフードによる健康被

害等の情報収集に努めている。
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【地方環境事務所等の連絡先】

④海外からの情報収集

世界各国の日本大使館からの情報提供や各国政府のホームページ（米

国食品医薬品局、EUのRASFF Portal（食品及び飼料に関する緊急警告

システム））等から日頃の情報収集を実施している。

（２）緊急情報（アラート）等の発信

収集した情報を精査し、必要に応じて専門家の意見を聴いた上で、国内に

おける事故を未然に防ぐための緊急情報（アラート）を事業者や都道府県等

に発信している。

また、海外でのリコール情報についても事業者へ情報提供し、安全上の問

題があるペットフードが輸入されないよう指導している。

７．飼い主への普及啓発
ペットフード安全法や適切なペットフードの選び方、与え方等について、

パンフレット、ポスター、ＤＶＤ等の作成、ホームページの整備、講演会の

開催等により、普及啓発を推進している。
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（１）パンフレット

（２）ポスター

（３）ＤＶＤ
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（４）ホームページ

環境省のホームページにおいて、ペットフード安全法の概要、基準規格、

届出手続、Ｑ＆Ａ、パンフレット等を掲載している。（http://www.env.go.

jp/nature/dobutsu/aigo/）

（５）その他

一般の飼い主を対象として、ペットの食事と健康に関する講演会等（東京、

名古屋、大阪等）を開催したほか、動物愛護週間（毎年９月20～26日）の中

央行事（環境省等共催）において、ペットフード安全法に関するパンフレッ

トを配布している。

また、全国のホームセンター等で配布されているフリーペーパーに、ペッ

トフードの安全性等に関する記事を掲載している。

８．事業者による自主的な取組
ペットフード安全法の施行に合わせて、事業者におけるペットフードの安

全確保への気運が高まり、講習会等を通じて法律の普及に努めるとともに、

次のような自主的な取組が行われている。

（１）製造及び表示に関する自主基準等の制定

①「安全なペットフードの製造に関する実施基準」の制定

ペットフード協会は、会員各社の遵守を推進するため、関連法規、製

品安全管理システム、トレーサビリティの確保等について業界の自主基

準を制定した。

②ペットフード表示のための添加物便覧の発行

ペットフード協会は、ペットフードの製造に使用される添加物の名称

や用途を整理し、表示される名称を統一した添加物便覧を発行した。

（２）資格制度等の創設

①ペットフード安全管理者認定制度

関係事業者を対象にしたペットフード協会による資格認定制度で、ペ

ットフード安全法第３条（事業者の責務）を受け、ペットフードの安全

性の確保に係る知識・技術を習得することを目的としている。資格保有

者は約250名。

②ペットフード販売士認定制度
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販売員を対象としたペットフード協会による資格認定制度で、ペット

フードの栄養、取扱い及び管理等に関する知識について、販売の際に正

しい情報を提供することを目的としている。今までに約370名が認定され

ている。

③ペットフード／ペットマナー検定

一般の飼い主を対象としたペットフード協会による検定試験で、ペッ

トフードについての正しい知識、飼い主としてのマナーを身につけるこ

とを目的としている。

（３）ペットフードの表示に関する公正競争規約の普及

ペットフード公正取引協議会は、不当景品類及び不当表示防止法に基づき、

公正な競争の確保と消費者保護のため、ペットフードの表示に関する公正競

争規約を定めている。この規約には、業界の正常な商習慣が明文化されてお

り、公正取引委員会により認定されている。

本規約の普及を図るため、ペットフード公正取引協議会、都道府県の景表

法担当者、公正取引委員会及び消費者モニターが全国の量販店から年２回、

約130製品を買い上げ、表示について確認及び指導を実施する「試買検査会」

を実施している。

また、ペットフードの表示に関する講習会を開催し、適切な表示の普及に

努めている。

（４）飼い主への普及啓発

ペットの正しい飼養を啓発するため、飼い主向けのパンフレット等を配布

している。

９．今後の対応方向
（１）ペットフード安全法の施行の状況について、有識者の意見を伺いながら、

主に以下の項目を中心として確認した。

①基準・規格の設定

②ペットフード安全法の周知

③事業者に対する指導及び立入検査

④安全関連情報の収集・提供

⑤飼い主への普及啓発

⑥事業者による自主的な取組の推進
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（２）基準・規格が設定され、ペットフード安全法に基づき、監視指導が行わ

れることによって、安全がより確保されるようになるとともに、事業者の安

全確保に対する意識が高まる等の効果が確認され、本法の規定を見直す必要

は認められなかった。

ただし、有識者から、本法の施行に関する今後の課題として、以下のよう

な意見が示された。

①ペットフード安全法はうまく機能しているが、今後も法令遵守の徹底を

図る必要がある。

②飼い主や事業者に対する安全関連情報の周知方法について、さらなる工

夫が必要ではないか。

③特に中小事業者を対象とした説明会やホームページを利用した普及啓発

活動が必要ではないか。

④今後、ペットフードでもHACCP（製造工程管理の高度化）の導入等を考え

ていく必要があるのではないか。

（３）これらの意見を踏まえつつ、今後はこれまでの取組を継続するとともに、

以下のような対応を進めていく。

①情報収集と必要に応じたリスク管理措置の検討

ペットフードの安全をより確保するため、ペットフードの原料の汚染

状況、諸外国における規制状況を含めた科学的知見の収集を進めるとと

もに、日本獣医師会等を通じて、ペットフードによる健康被害の発生状

況等について、引き続き情報収集する。なお、健康影響を与える新たな

リスクが認められた場合には、基準・規格の設定も含め、適切なリスク

管理措置を迅速に検討する。

②事業者への立入検査及び事業者による自主的な取組の支援

流通量の多い大規模事業者への立入検査はほぼ一巡した。今後も大規

模事業者への立入検査を継続するが、中小事業者に対する立入検査を強

化し、法の遵守状況を確認する。また、ペットフードの安全を確保する

ための事業者による自主的な取組を支援する。

③事業者へのペットフード安全法の周知徹底及びペットフードの安全関連

情報の提供

小規模な事業者や業界団体に所属していない事業者に対するペットフ

ード安全法の周知を進めるため、ブロック単位の説明会の開催等の取組

を進めていく。また、ペットに対する健康被害を未然に防ぐための情報
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を広く収集し、ホームページ等を用いて迅速な情報提供を実施する。

④製造工程に関するガイドラインの整備

製造業者におけるペットフードの安全をより確保するため、ペットフ

ードの製造工程管理に関するガイドラインを整備し、事業者への周知を

進めていく。

⑤飼い主への普及啓発

飼い主から相談を多く受けると思われる、動物病院や動物取扱業等の

関係団体や地方自治体を通じて、パンフレット、ポスターの配布等によ

る情報提供を進めるとともに、ペットフードの販売店におけるチラシ等

の配布、関連雑誌等での情報の掲載、動物愛護週間中央行事等の各種イ

ベントにおける広報等により、適切なペットフードの選び方、与え方、

飼養方法等について、飼い主への普及啓発を推進する。



１　成分規格

上限値（µg/g）

150（合計量）犬用にあって
は、エトキシキン75µg/g以
下
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2（犬用）,　1（猫用）

1

重金属等 3

15
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0.01
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2.5

２　製造の方法の基準

物質等

有害微生物全般

プロピレングリコール

その他の有害物質等

３　表示の基準

　・販売用愛玩動物用飼料の名称

　・原材料名

　・賞味期限

　・製造業者、輸入業者及び販売業者の氏名又は名称及び住所

　・原産国名

注：これ以外の事項であっても愛玩動物の健康が害されることを防止するため必要があれば、農業資材審議会及び中央環境
審議会の意見を聴いて、当該愛玩動物用飼料の製造、輸入又は販売を禁止することができる。

販売用愛玩動物用飼料の成分規格等

分　類 物質等

添加物
エトキシキン・ジブチルヒドロキシトルエン（BHT）・ブ
チルヒドロキシアニソール（BHA）

亜硝酸ナトリウム

BHC（α-BHC,β-BHC,γ-BHC及びδ-BHCの合
計量）

農薬

クロルピリホスメチル

ピリミホスメチル

マラチオン

メタミドホス

グリホサート

汚
染
物
質

かび毒
アフラトキシンB１

デオキシニバレノール

カドミウム

鉛

砒素

有機塩素系
化合物

メラミン

分　類

加熱し、又は乾燥する場合は、原材料等に由来し、か
つ、発育し得る微生物を除去するのに十分な効力を有
する方法で行うこと

猫用には用いてはならない

DDT（DDD及びDDEを含む）

アルドリン・ディルドリン （合計量）

エンドリン

ヘプタクロル・ヘプタクロルエポキシド（合計量）

その他

有害な物質を含み、若しくは病原微生物により汚染さ
れ、又はこれらの疑いがある原材料を用いてはならな
い

有害微生物

添加物

原料全般

基　準

参考資料１



 

 

愛玩動物の範囲の検討 

 

１．経緯 

 愛がん動物用飼料の安全性の確保に関する法律（以下「法」という。）

第２条第１項の「愛がん動物」については、愛がん動物用飼料の安全

性の確保に関する法律施行令により、犬及び猫が指定されている。 

これは、愛玩動物用飼料の出荷量に占める種類別の割合において犬

猫が大多数を占めていたこと及び国民意識調査において飼料の安全性

を確保するために規制が必要なペットは犬猫であるとの回答が大多数

を占めていたことによる。 

一方、法制定時の審議において、「愛がん動物」の範囲を犬猫以外に

も拡大することについて検討を行うこととされていたことから、法施

行後の状況等について平成 23 年度に有識者による検討を行った。 

 

２．検討結果 

（１）犬猫以外のペットフードに対する法規制の必要性 

 犬猫以外のペットフードは流通量も少なく、有害物質や有害微

生物等の「安全性」の問題での健康被害はほとんどない 

 主にペットフードの選び方や取扱い方法が原因による健康被

害や、別のペットフードへの切り替えによる体調不良が多い 

 犬猫以外の小動物については、法規制の判断材料となる科学的

根拠が確認されていない 

 業界団体において表示の自主ルールを策定 

 

 以上を踏まえ、現時点では法による犬猫以外のペットフードに対

する規制の必要性は低いと考えられるが、今後も継続的に情報を収

集していくことが重要である。 

 

（２）適正飼養の普及推進 

ペットの健康を守るためには、飼養者がペットに関する適切な知

識を有し、適切にペットフードを取り扱うことが大切なため、動物

愛護管理法に基づく適正な飼養管理についての普及啓発を継続して

実施していく必要がある。 

 

 

参考資料２ 



リコール情報の提供

① FDAのリコール情報

② PF班から業界宛事務連絡

③ 業界HPにて情報提供

④ 取扱業者から消費者宛お知らせ

⑤ 取扱業者による消費者庁
コール情報への登録
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有識者から頂いた主なご意見

• 業界内でも負担は増したが、ペッ
トフードの安全確保に対する意識
が高まった。

（製造業者A）

• 飼い主や事業者に対する安全性
情報の周知方法について、さらな
る工夫が必要ではないか。

（製造業者B）

• 飼い主は、安全が確保されたペッ
トフードに安心感を持つようになっ
た。

（動物病院B）

• 今後、ペットフードでもHACCP（製
造工程管理の高度化）の導入等
を考えていく必要があるのではな
いか。

（大学関係者）

• ペットフード安全法はうまく機能し
ており、問題はないが、今後も法
令遵守の徹底を図る必要がある。

（動物病院A）

• 特に中小事業者等を対象にした
説明会等の普及啓発活動が必要
ではないか。

（動物病院C）
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ペットフードの安全確保のために

ペットフード製造業者・輸入業者・販売業者のみなさまへ

この法律は、愛玩動物用飼料の成分規格並びに製造の方法及び表示の基準の設定等を行う

ことにより、愛玩動物用飼料の製造、輸入及び販売を規制することとしています。このような規制

措置により、愛玩動物用飼料の安全性の確保を図り、もって愛玩動物の健康を保護し、動物の

愛護に寄与することを目的にしています。

○ペットフードの基準・規格の設定

国はペットフードの製造方法及び表示の基準、成分の規格を定めることができ、その基準・
規格に合わないペットフードの製造、輸入又は販売を禁止

○有害な物質を含むペットフードの製造等の禁止

有害な物質を含むペットフード等の製造、輸入又は販売を禁止

○ペットフードの廃棄等の命令

国は、基準・規格に合わない、あるいは有害な物質を含むペットフードが販売等された場合、
事業者に対してそのペットフードの廃棄、回収等を命令

○製造業者等の届出

ペットフードの輸入業者又は製造業者に、氏名、事業場の名称等の届出を義務化

○帳簿の備付け

ペットフードの輸入業者、製造業者又は販売業者（小売の場合は除く。）に、販売等をした
ペットフードの名称、数量等を帳簿に記載することを義務化

○報告徴収、立入検査等

国と（独）農林水産消費安全技術センター（FAMIC）は、ペットフードの輸入業者、製造業
者、販売業者等に対して、報告徴収及び立入検査等を実施

ペットフード安全法の概要

○対象となるペットフード

総合栄養食、一般食のほか、おやつやスナック、ガム、サプリメント、ミネラルウォーターなど
犬・猫が食べるもので、動物用医薬品等以外のもの
（動物用医薬品等は薬事法によって規制されますので、本法の対象外です。）

愛がん動物用飼料の安全性の確保に関する法律
（ペットフード安全法）の目的
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届出

法人、個人を問わず、ペットフードの輸入又は製造を行う事業者は、それらの行為を行う前に届出
が必要となります。

届出は、主たる事務所（本社等）が所在する都道府県の農林水産省地方農政局等（一覧参照）に
行ってください。

なお、届出事項に変更を生じた場合や事業を廃止・承継した場合にも、速やかに届出を行ってくだ
さい。

○届出書（正本と写し１通ずつ、控えが必要な場合はさらに写し１通）
○事業者が実在することを証明する書面（登記簿謄本など）

帳簿の備付け

ペットフードの輸入、製造又は卸売を行う事業者は、輸入、製造及び販売したペットフードの名称、
数量などを帳簿に記載、あるいはコンピュータで記録し、２年間保存する必要があります。

○ペットフードの名称・数量
○輸入年月日
○輸入先国名、輸入相手方の名称

○ペットフードの荷姿
○ペットフードの製造国名、製造業者の名称、
原材料の名称

○ペットフードの名称・数量

○製造年月日

○原材料の名称・数量

○原材料の譲受けの年月日、相手方の名称

○ペットフードの名称・数量

○相手方の名称
○ペットフードの譲渡しの年月日

○ペットフードの荷姿

ペットフードを輸入した場合

ペットフードを事業者に販売した場合

ペットフードを製造した場合

届出に必要な書類

※詳細は農林水産省等のホームページに掲載しております。
届出書の様式もダウンロードすることができます。

帳簿の記載が必要な場合と記載事項

規制のポイント



ペットフードの表示

ペットフードの名称、賞味期限、原材料名、原産国名、事業者名について、日本語で表示する
ことが義務付けられています。

＜表示例＞

①名称
ペットフードの商品名をいうが、犬用又は猫用であることがわかるように記載
※商品名からは犬用か猫用かわかりにくい場合、商品名にその旨を併記するか、一括
表示欄などに、例えば「成犬用総合栄養食」のように犬用か猫用かわかるような記載
をすることでも可能

②賞味期限
年月日又は年月により表示
例： ２０１０ ０８

③原材料名
原則として、使用した原材料
（添加物を含む）をすべて記載

④原産国名
最終加工工程を完了した国

⑤事業者名及び住所
事業者名は、事業者の種別
（製造者、輸入者又は販売者）
と名称を表示

■成犬用総合栄養食

■内容量：１０ｋｇ

■与え方：成犬体重1ｋｇあたり1日○○ｇを目安と

して、1日の給与量を2回以上に分けて与えて

ください。

■成分：粗タンパク18％以上、粗脂肪5％以上、

粗繊維質5％以下、粗灰分8％以下、

水分12％以下

■原材料名：穀類（とうもろこし、小麦）、肉類

（ビーフ、チキン）、野菜類（ほうれん草、にんじ

ん）、ミネラル類（P、Ca）、ビタミン類（A、B、
C）、酸化防止剤（ミックストコフェロール）

■原産国名：日本

■製造者：ABCペットフード株式会社

〒100-0000
東京都千代田区○○町1-2-3

■賞味期限：袋の底に年月で印字

（最初の4ケタが西暦年、次の2ケタが月）

立入検査

国及びFAMICが輸入業者、製造業者、販売業者等に対して行い、原則として無通告で実施し

ます。

帳簿の備付けの状況、輸入・製造されたペットフードが基準・規格に適合していることなどを確

認します。

製品を分析するため、集取する場合があります。

《ペットフード安全法以外の法令確認》

ペットフード中に含まれる成分やラベルの表示などによっては、薬事法に抵触する場合が
あります。
表示された効能効果、用法用量等から、そのペットフードが動物用医薬品等として薬事法

の適用を受けるかどうかの判断については、下記ホームページに掲載している通知等をご
覧下さい。

◇ 農林水産省
（http://www.maff.go.jp/j/kokuji_tuti/tuti/t0000836.html ）

◇ペットフード公正取引協議会
（http://www.pffta.org/hyouji/guidelines.html ）



分 類 物質等 基 準

有害微生物 有害微生物全般
加熱し、又は乾燥する場合は、原材料等に由来
し、かつ、発育し得る微生物を除去するのに十
分な効力を有する方法で行うこと

添加物 プロピレングリコール 猫用には用いてはならない

原料全般 その他の有害物質等
有害な物質を含み、若しくは病原微生物により
汚染され、又はこれらの疑いがある原材料を用
いてはならない

ペットフードの安全基準

製造方法基準

分 類 物質等 上限値（µg/g）

かび毒
アフラトキシンB１ 0.02

デオキシニバレノール 2（犬用）, 1（猫用）

重金属等

カドミウム 1

鉛 3

砒素 15

有機塩素系化
合物

BHC
0.01（α-BHC、β-BHC、γ-BHC

及びδ-BHCの合計量）

DDT 0.1（DDD及びDDEを含む。）

アルドリン・ディルドリン 0.01（合計量）

エンドリン 0.01

ヘプタクロル・ヘプタクロルエポキ
シド

0.01（合計量）

農薬

クロルピリホスメチル 10

ピリミホスメチル 2

マラチオン 10

メタミドホス 0.2

グリホサート 15

添加物 エトキシキン・BHA・BHT
150（合計量）
犬用にあっては、エトキシキン
75µg/g以下

成分規格 これらの物質は、それぞれの上限値を超えてペットフードに含まれてはいけません。

【安全基準の見直し】

今後も、科学的知見の収集に努め、必要に応じて対象物質の追加や基準値の見直しなどを行って
いくこととしております。

◆ペットフードの安全を確保するため、科学的知見等を踏まえ、以下の安全基準が設定されました。

ペットフードの製造に当たっては、以下の基準を満たす必要があります。
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飼い主のための

ペットフード・ガイドライン

飼い主のための

ペットフード・ガイドライン

～犬・猫の健康を守るために～
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ペットフード安全法の概要

は じ め に は じ め に 

2008 年６月、ペットの健康を保護し、動物の愛護に寄与するために、ペットフードを規制する「愛

がん動物用飼料の安全性を確保する法律（ペットフード安全法）」が成立し、2009 年６月１日から

施行されます。

　この法律は、ペットフードの製造の方法や表示についての基準、成分についての規格を定め、

これに合わないペットフードの製造、輸入又は販売を禁止するものです。ペットフードの製造業者、

輸入業者及び販売業者は、定められた基準や規格を守る責任が生じます。

国

製造方法等の基準・
成分の規格を設定

●基準・規格に合わない

ものの製造等を禁止

●有害な物質を含む愛が

ん動物用飼料の製造等

を禁止

●有害な物質を含む愛が

ん動物用飼料等の廃棄

等の命令

海外からの輸入品

輸入業者
（届出･帳簿の備付け義務）

製造業者
（届出･帳簿の備付け義務）

販売業者
（帳簿の備付け義務（小売の場合は除く））

安全な愛がん動物用飼料

なお、この法律の詳細については、

環境省ホームページ（http://www.env.go.jp/nature/dobutsu/aigo/）または、

農林水産省ホームページ（http://www.maff.go.jp/j/syouan/tikusui/petfood/）をご覧下さい。

　しかしながら、ペットフード安全法の規制だけで、食べ物によるペットの健康被害を防げるわ

けではありません。ペットの健康と安全を守るためには、フードを与える飼い主自身が、ペット

の生態や必要な栄養素、食べ物などについて理解し、適切な給餌を行うことが大切です。飼い主

の責任は、「動物の愛護及び管理に関する法律（動物愛護管理法）」においても、次のように規定

されています。

動物の飼い主の責任（動物愛護管理法第７条）

・動物の種類や習性などに応じて適正に飼い、動物の健康と安全を守るよ

う努めること。

・動物が人に危害を加えたり迷惑を及ぼすことが無いよう努めること。

・感染症などの病気の知識を持って、予防に注意するよう努めること。

・自分が所有していることを明らかにするために、標識をつけるよう努め

ること。

　このガイドラインは、犬と猫を対象として、ペットフードの選び方や与え方、日頃の健康管理な

どについて紹介し、飼い主の方々の理解と適切な飼養を支援することを目的として作成しました。

製品
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ペットフード安全管理者認定制度の概要 

 

【概要】 

 ペットフード安全法を推進するため、輸入・製造・販売現場等にペ

ットフード協会認定の安全管理者を配置し、ペットフードの安全確

保に寄与するための制度。 

 一般社団法人ペットフード協会主催の講習会を受講し、試験におい

て所定の知識を取得したことが確認された者に、ペットフード安全

管理者認定資格が与えられる。 

 資格の有効期限は３年であり、更新講習会を受講することにより資

格を維持することが可能。 

 ペットフードの製造、品質管理、研究開発、商品企画、マーケティ

ング、営業、輸入等、幅広い分野の関係者が本資格を保有しており、  

2013 年までの資格保有者は約 250 名。 

 

【講習会及び試験の具体的な内容 】 

１．ペットフード安全性と関連法規 

２．成分規格とリスク評価 

３．安全なペットフードの製造に関する実施基準の概論 

４．安全なペットフードの製造に関する実施基準の各論 

５．衛生管理 

６．表示基準 

７．行政による立入検査 

８．リスク管理 
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ペットフード販売士認定制度の概要 

 

 

【概要】 

 ペットの健康の維持・増進に寄与するため、販売や相談に携わる者

が、店頭及び動物病院での相談に的確に対応できるように、一般社

団法人ペットフード協会が 2012 年に設立した制度。 

 一般社団法人ペットフード協会主催の講習会を受講し、試験におい

て所定の知識を習得したことが確認された者に、ペットフード販売

士認定資格が与えられ、今までに約 370 名が認定されている。 

 

 

【講習会及び試験の具体的な内容 】 

１．犬と猫の生理学 

２．基礎栄養学 

３．ペットフードについて 

４．関連法規 

５．ペットフードの製造・保存 

６．店頭や動物病院でのQ＆A 

７．飼育の基礎マナー 

８．エキゾチックアニマルについて 

９．ペットの効用 
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